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要   約 

 有効積算温度によるカンキツのチャノキイロアザミウマ成虫の飛来時期を予測するシステムが構

築されているが，そのシステムを本県で利用するため，黄色粘着トラップによるチャノキイロアザ

ミウマの捕獲消長と有効積算温度による発生予測との適合性を調べた．その結果，黄色粘着トラッ

プによる約５日間隔の成虫捕獲ピーク日と有効積算温度による成虫発生ピーク予測日との偏差は０

～10 日の範囲であった．黄色粘着トラップによる捕獲ピーク日は 310 日度型の有効積算温度による

発生ピーク予測日と概ね適合した．また，黄色粘着トラップ調査と有効積算温度との発生予察に基

づいた体系防除区は，農家慣行防除区に比べチャノキイロアザミウマによる果梗部被害や果頂部前

期被害を明らかに抑制した． 
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Ⅰ 緒言  

 チャノキイロアザミウマ Scirtothrips dorsalis Hood は

カンキツの新葉や果実の表面を食害し，新葉では奇形を

引き起こし，果実では外観を損なう重要害虫である  17, 

18)．近年，熊本県内主産地の露地ウンシュウミカン園で

チャノキイロアザミウマの被害が多発し，青果率の大幅

な低下が問題となっている．チャノキイロアザミウマは

カンキツでは５月～10 月に発生し，長期間果実を加害す

ることから，現地では防除回数の増加とそれに伴う薬剤

抵抗性の発達が懸念されている． 

 チャノキイロアザミウマは寄主範囲が広く 13)，カンキ

ツ園周辺における好適な寄主植物の有無によって，発生

量や被害程度が大きく変動することが知られている 6)．

このため，黄色平板粘着トラップを用いた発生予察が行

われ，周辺の寄主植物からカンキツ園に飛来する成虫の

発生時期の把握や防除要否の判断に活用されるようにな

った 12, 17)．Masui 5) は，周辺の寄主植物における成虫の

羽化ピーク時期とカンキツ園への飛来ピーク時期が一致

することを明らかにした．さらに，黄色平板粘着トラッ

プの調査間隔を数日程度まで短縮することにより，３月

～９月上旬における各世代の捕獲ピーク日が概ね把握で

き，カンキツ園への飛来時期を有効積算温度により予測

できる可能性があることを示した 7) ．一方，チャノキイ

ロアザミウマは果実への寄生数が少なくても被害を及ぼ

すため 19)，低密度時でも各世代の成虫飛来時期が正確に

予測できる技術開発が求められてきた．そこで、植物防

疫情報総合ネットワークシステム (JPP-NET) 上で作動

する発生予察システムの開発が静岡県などのカンキツ主

産県で進められ4)，有効積算温度によるチャノキイロア

ザミウマ成虫の発生時期の予測システムが確立され，そ

の活用法が提案されている 7, 8)．現在では，数県の病害

虫防除所から，黄色平板粘着トラップやそれに準じた黄

色粘着トラップによる成虫捕獲ピーク日の調査結果と

JPP-NETを活用した成虫発生ピーク時期の予測情報が提

供され始めている．しかし，本県では黄色粘着トラップ

による捕獲ピーク日と有効積算温度による発生ピーク予

測日の適合性については十分な検証がなされていない．

この予測システムを利用するためには，現地の被害多発

地域においてその有効性を事前にチェックする必要があ

る．また，黄色粘着トラップ調査や有効積算温度による

予測システムを活用した適期防除の効果についても，こ

れまで全く検討がなされてこなかった． 

 そこで，本研究では，チャノキイロアザミウマ被害多

発地域において黄色粘着トラップによる成虫の捕獲消長

と有効積算温度による発生予測との適合性を検証すると

ともに，その地域でこれらの発生予察に基づいたアザミ

ウマ重点防除型の防除体系を作成し，その効果を検討し

た． 
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Ⅱ 材料および方法 

１．黄色粘着トラップによる捕獲ピーク日と有効積算温

度による発生ピーク予測日との適合性の検証 

チャノキイロアザミウマによる果実被害多発地域にお

ける各世代の捕獲ピーク日を把握するため，県内カンキ

ツ主産地において，果実被害が恒常的に発生する５園地

を選定した (第１表)．農林水産省が定めた「発生予察調

査実施基準」に準じ 11)，それらの園におけるチャノキイ

ロアザミウマ成虫の捕獲消長を黄色粘着トラップで調べ

た．黄色粘着トラップには市販の資材 (商品名「ホリバ

ー イエロー」，縦 20cm×横 10cm, 両面粘着, アリスタ

ライフサイエンス製) を用い片面のみ調査した．トラッ

プは，防風樹のイヌマキに隣接する４園地と防風樹のな

い１園地のいずれにおいても、園内周縁部に園芸用ポー

ルを１本ずつ立て，高さ約 1.5mの位置に２枚ずつ設置し

た．調査は，2011 年４月下旬から 11 月上旬まで約５日

間隔で実施した．毎回黄色粘着トラップを交換・回収後，

実体顕微鏡下で黄色粘着トラップ上に捕獲されたチャノ

キイロアザミウマの成虫数を計数した．捕獲日はトラッ

プ回収日とし，トラップ調査の捕獲消長から各世代の捕

獲ピーク日を読み取るため，各調査データの近傍３期間

または５期間の移動平均から捕獲ピーク日を検出した．

なお，園地により捕獲数のばらつき，あるいは捕獲数が

少ないと捕獲ピーク日が検出されにくいため，捕獲ピー

ク日を検出しやすい移動平均の期間を選択して捕獲ピー

ク日を検出した． 

発生ピーク日の予測は，植物防疫情報総合ネットワー

クシステム (JPP-NET) の有効積算温度シミュレーショ

ン (version2) 2) を用い，予測に必要な気温データには第

１表の調査地点に近接するアメダス地点のデータを利用

した．この予測システムでは，アメダス地点と調査地点

の標高差から気温を補正した形でデータを利用できるの

で，調査５地点と近接するアメダス地点の気温を第１表

のとおり補正した．予測期間は，捕獲ピークが確認でき

る５月～10 月 (第１世代～第８世代) とした．前述の予

測システムでは 310.0 日度型と 314.9 日度型の予測方法

がある．310.0 日度型は，1 月 1 日を起算日として発育零

点 9.7℃，有効積算温度が 360.0 日度に達した日を第１世

代の発生ピーク日とし，第２世代以降は 310.0 日度間隔

で次世代の発生ピーク日を予測する．314.9 日度型は，

１月１日を起算日として発育零点 9.7℃，有効積算温度

が 385.6 日度に達した日を第１世代の発生ピーク日と

し，第２世代以降は 314.9 日度間隔で次世代の発生ピー

ク日を予測する方法である 2)．本研究では，この両予測

方法で得られた発生ピーク予測日と実際の捕獲ピーク日

との適合性について検討した．まず，黄色粘着トラップ

の捕獲消長の移動平均から検出された各世代の捕獲ピー

ク日と有効積算温度による成虫発生ピーク予測日を比較

するため，調査地点ごとに各世代の捕獲ピーク日と発生

ピーク予測日との偏差を求め，その２偏差間の有意差検

定を行った 14)．さらに，Masui 7) ， 増井 8) の検討方法

を参考に，捕獲ピーク日または成虫発生ピーク予測日の

世代 (x) と有効積算温度 (y) から回帰分析を行い，捕獲

ピーク日から求められた回帰直線と発生ピーク予測日か

らの回帰直線の傾きに関する有意差検定を行った 14)．こ

れにより，２直線の傾きに統計的な有意差が認められた

場合には，捕獲ピーク日と発生ピーク予測日は一致しな

いとした． 

 

２．発生予察に基づいた体系防除の検討 

発生予察に基づいた適期防除による果実被害軽減効果

を検討するため，アザミウマ重点型の防除暦を作成し 

(第２表)，実証試験を行った．第２表に挙げた個々の薬

剤の選択については，現地営農指導員と協議して決定し

た．現地生産農家の間では，チャノキイロアザミウマに

対するネオニコチノイド系薬剤の感受性低下が疑われて

いたため，防除暦は他系統でチャノキイロアザミウマに

効果の高い薬剤 (以下，アザミウマ専用薬剤) で主に構

成した．試験は，県内カンキツ主産地の被害多発地域で

2011 年に行った．試験園には果梗部被害と果頂部被害が

恒常的に発生する園地 (第１表, 調査地点 b) を選定し，

下記の３試験区を設定し，それぞれ 12 樹ずつ供試した． 

試験区の構成は，まず，前述の防除暦 (第２表) をも

とにチャノキイロアザミウマの適期防除を考慮したアザ

ミウマ重点防除区と従来の慣行防除を実施する農家慣行

防除区の２区を設定した．さらに，アザミウマ重点防除

区については，防除暦を構成した薬剤の効果を検討する

ために２つに細分化した．すなわち，アザミウマ専用薬

剤で構成されたアザミウマ専用薬剤防除区と，現地で使

用頻度の高いネオニコチノイド系薬剤で構成されたネオ

ニコチノイド系薬剤防除区を設定した (第３表)． 

チャノキイロアザミウマの防除要否は，黄色平板粘着

トラップ調査による要防除水準の約 5.2 頭 /トラップ 

(20cm×20cm) / 日 17) に準じ，黄色粘着トラップでの各

世代の捕獲ピーク日の捕獲数が 2.5 頭/トラップ (20cm×

10cm) /日以上となった場合とした．さらに，要防除水準

を超える世代では，増井 9) の防除適期を参考に，有効

積算温度による発生ピーク予測日７日前から当日までの

間で防除した． 

防除効果は 2011年 10月 20日，試験区当たり 200果 (40

果×５樹または 50 果×４樹) ずつ，日本植物防疫協会の

  

熊本県農業研究センター研究報告　第21号

RESEARCH BULLETIN OF THE KUMAMOTO PREFECTURAL AGRICULTURAL RESEARCH CENTER(2014)

-53-



 

判定基準 10) に準じ，被害程度別に果数を調査した．ま

た，防除効果の判定は，試験区間のリスク比とその信頼

区間を求めて有意差検定を行った 16)． 

  

   

栽培
品種

防風樹の
植栽

調査地点
の標高 (m)

近接アメダス
地点 (標高m)

標高差からの

気温補正 (℃) 注）

(a) 熊本市河内町船津 田口早生 イヌマキ 15 熊本 (37.7)  0.1

(b) 熊本市河内町白浜 させぼ温州 イヌマキ 122 熊本 (37.7) -0.6

(c) 熊本市河内町野出 肥のあかり イヌマキ 338 熊本 (37.7) -1.7

(d) 宇土市赤瀬 肥のあかり (無) 100 三角 (60) -0.2

(e)
宇城市松橋町豊福
(県果樹研究所)

不知火 イヌマキ 50 甲佐 (36) -0.1

　第１表　調査地点の概要

　
注)
 気象協会の温度補正式より算出 (0.55×(アメダス地点標高－調査地点標高)/100)．

調査地点

 

 

 

  

殺菌剤 殺虫剤・ダニ剤 アザミウマ類 殺虫剤・ダニ剤

上
そうか病
灰色かび

病

ｹｼｷｽｲ類･
ｺｱｵﾊﾅﾑｸﾞﾘ
ｱｻﾞﾐｳﾏ類

ﾌﾙｱｼﾞﾅﾑ水和剤 ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ液剤

中 黒点病 ｸﾚｿｷｼﾑﾒﾁﾙ水和剤

下
ｱｻﾞﾐｳﾏ類
ﾐｶﾝｻﾋﾞﾀﾞﾆ
ﾁｬﾉﾎｺﾘﾀﾞﾆ

ﾄﾙﾌｪﾝﾋﾟﾗﾄﾞ水和剤

上 黒点病
ｶｲｶﾞﾗﾑｼ類

ｺﾞﾏﾀﾞﾗｶﾐｷﾘ成虫
ﾁｬﾉｷｲﾛｱｻﾞﾐｳﾏ

ﾏﾝｾﾞﾌﾞ水和剤 DMTP乳剤

下 ﾐｶﾝﾊﾀﾞﾆ ﾏｼﾝ油乳剤 ｱｻﾞﾐｳﾏ類 ｸﾛﾁｱﾆｼﾞﾝ水溶剤

上 黒点病
ﾁｬﾉｷｲﾛｱｻﾞﾐｳﾏ

ﾐｶﾝｻﾋﾞﾀﾞﾆ
ﾁｬﾉﾎｺﾘﾀﾞﾆ

ﾏﾝｾﾞﾌﾞ水和剤 ｸﾛﾙﾌｪﾅﾋﾟﾙ水和剤

下 ｱｻﾞﾐｳﾏ類 ﾁｱﾒﾄｷｻﾑ水溶剤

上 黒点病
ｱｶﾏﾙｶｲｶﾞﾗﾑｼ

ﾁｬﾉｷｲﾛｱｻﾞﾐｳﾏ
ﾏﾝｾﾞﾌﾞ水和剤 ｼﾞﾉﾃﾌﾗﾝ水溶剤

下 ｱｻﾞﾐｳﾏ類 ｽﾋﾟﾉｻﾄﾞ水和剤

上 （黒点病）

ﾐｶﾝﾊﾀﾞﾆ
ﾐｶﾝｻﾋﾞﾀﾞﾆ
ﾁｬﾉﾎｺﾘﾀﾞﾆ

（ｸﾚｿｷｼﾑﾒﾁﾙ
水和剤）

ｽﾋﾟﾛｼﾞｸﾛﾌｪﾝ水和剤

中
ｶﾒﾑｼ類

ﾁｬﾉｷｲﾛｱｻﾞﾐｳﾏ
ｼﾞﾉﾃﾌﾗﾝ水溶剤

下

10 上 貯蔵病害
ｲﾐﾉｸﾀｼﾞﾝ酢酸塩液剤

ﾍﾞﾉﾐﾙ水和剤
ｱｻﾞﾐｳﾏ類 ﾄﾙﾌｪﾝﾋﾟﾗﾄﾞ水和剤

8

　注) 網掛け部分は、アザミウマ類の防除時期を示す．

9

臨機防除

病害虫

5

月 旬
作業
管理

基幹防除

　第２表　ウンシュウミカンにおけるアザミウマ類重点防除型の防除体系 (基幹防除と臨機防除) 

6

7

（
シ
ー
ト
マ
ル
チ
）
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　第３表　チャノキイロアザミウマ体系防除試験ほ場の薬剤散布歴

殺虫剤 殺菌剤 殺虫剤 殺菌剤

5/9
ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ液剤　3000倍
ﾄﾙﾌｪﾝﾋﾟﾗﾄﾞ水和剤　2000倍

ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ液剤　3000倍
ﾄﾙﾌｪﾝﾋﾟﾗﾄﾞ水和剤　2000倍

第1世代 (5/15) 5/13 F F 5/16 ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ液剤　3000倍 F

5/24 K K 5/30
ﾄﾙﾌｪﾝﾋﾟﾗﾄﾞ水和剤　2000倍
ﾏｼﾝ油乳剤 400倍

MN

6/4 DMTP乳剤　1500倍 MN DMTP乳剤　1500倍 MN

第2世代 (6/12) 6/14 ﾄﾙﾌｪﾝﾋﾟﾗﾄﾞ水和剤　2000倍 MZ ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ水和剤　3000倍 MZ 6/17 MZ

6/23
ｸﾛﾁｱﾆｼﾞﾝ水溶剤　3000倍
ﾏｼﾝ油乳剤　1000倍

MZ
ｸﾛﾁｱﾆｼﾞﾝ水溶剤　3000倍
ﾏｼﾝ油乳剤　1000倍

MZ 6/21
ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ水和剤　4000倍
ﾏｼﾝ油乳剤　1000倍

MZ

第3世代 (7/3) 7/2 ｸﾛﾙﾌｪﾅﾋﾟﾙ水和剤　4000倍 ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ液剤　3000倍

7/13 MN MN 7/14
DMTP乳剤　1500倍
ｸﾛﾁｱﾆｼﾞﾝ水溶剤　3000倍

MN

第4世代 (7/21) 7/22 ﾁｱﾒﾄｷｻﾑ水溶剤　2000倍 ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ水和剤　3000倍

7/30
ｸﾛﾙﾌｪﾅﾋﾟﾙ水和剤　4000倍
ｼﾌﾙﾒﾄﾌｪﾝ水和剤　2000倍

MZ
ｸﾛﾙﾌｪﾅﾋﾟﾙ水和剤　4000倍
ｼﾌﾙﾒﾄﾌｪﾝ水和剤　2000倍

MZ

第5世代 (8/7) 8/10 ｼﾞﾉﾃﾌﾗﾝ水溶剤　2000倍 ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ液剤　3000倍 8/7 ｴﾁﾌﾟﾛｰﾙ水和剤　2000倍 MZ

第6世代 (8/25) 8/27 ｽﾋﾟﾉｻﾄﾞ水和剤　5000倍 MZ ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ水和剤　3000倍 MZ 8/28 ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ水和剤　4000倍 MZ

第7世代 (9/12) 9/11
ｼﾞﾉﾃﾌﾗﾝ水溶剤　2000倍
ｽﾋﾟﾛｼﾞｸﾛﾌｪﾝ水和剤　4000倍

K
ｼﾞﾉﾃﾌﾗﾝ水溶剤　2000倍
ｽﾋﾟﾛｼﾞｸﾛﾌｪﾝ水和剤　4000倍

K

第8世代 (10/6) 10/3 ｽﾋﾟﾉｻﾄﾞ水和剤　5000倍 ｼﾞﾉﾃﾌﾗﾝ水溶剤　2000倍

アザミウマ重点防除区 農家慣行防除区

防除日
(月/日)

アザミウマ専用薬剤防除区
各世代

(発生ﾋﾟｰｸ
予測日)

　注4） 体系防除試験は調査地点b (河内町白浜) で2011年に行った．　

ネオニコチノイド系薬剤防除区 防除
日

　注1） 網掛け部分は、有効積算温度 (310日度) による発生予測ピーク日付近で防除があったことを示す．

　注3)  F (フルアジナム水和剤 2000倍), K (クレソキシムメチル水和剤 3000倍), MN (マンネブ水和剤 600倍),
        MZ (マンゼブ水和剤 600倍; 農家慣行防除区の6/21散布分のみ400倍).

殺虫剤 殺菌剤

　注2） 太字は、チャノキイロアザミウマに対する防除薬剤．

 

 

 

Ⅲ 結果  

１．黄色粘着トラップによる捕獲ピーク日と有効積算温

度による成虫発生ピーク予測日との適合性の検証 

各調査地点における黄色粘着トラップによるチャノキ

イロアザミウマ成虫の捕獲消長と捕獲ピーク日および発

生ピーク予測日を第１図に示した．予測システムから推

定される年間世代数は７～８回であった．捕獲日の移動

平均から検出された捕獲ピーク数は３～７と調査地点間

でばらつきがあった (第１図, 第４表)．同一市内にある

３地点 (a) ～ (c) は，(a) と (b) では検出されたピーク

数と時期は類似したが，(c) は (a) や (b) と異なった．

一方、異なる市にある地点 (d) と (e) は，調査期間を通

して捕獲数が少ないものの，捕獲ピークは６～７箇所で

検出された． 

予測システムから推定された年間世代数とトラップ調

査の移動平均から検出された捕獲ピーク数が異なるた

め，捕獲ピーク日の世代は不明であるが，捕獲ピーク日

と直近の有効積算温度による発生ピーク予測日との偏差

は，捕獲ピーク日と 310 日度型の間では０～10 日，314.9

日度型では１～９日であった (第４表)．また，310 日度

型の偏差 (|A-B|) と 314.9 日度型の偏差 (|A-C|) の間に

は，地点 (b) では 310 日度型より 314.9 日度型の偏差が

有意に大きかった (第４表: Wilcoxon の順位和検定, Z = 

2.34, p < 0.05) ものの，５地点中４地点では有意差は認め

られなかった． 

さらに，調査地点ごとに捕獲ピーク日の世代 (x) と有

効積算温度 (y) との回帰分析の結果，いずれの調査地点

でも有意な直線回帰が認められ (p < 0.0001)，非常に高

い決定係数を示した (第５表)．それらの捕獲ピーク日か

ら求められた回帰式の傾きは，地点 (a), (b) では 306.46

日度型と 306.6 日度型と類似していたが，５地点間にお

ける傾きの範囲は 295.19 日度～336.99 日度で，地点間で

差が見られた (第５表)．一方，捕獲ピーク日から求めら

れた直線回帰式の傾きと予測ピーク日の直線回帰式の傾

きを比べると，314.9 日度型は熊本市の３地点では回帰

式の傾きに有意差があったものの，熊本市以外の 314.9

日度型，ならびに 310 日度型の５地点では回帰式の傾き

に有意差はなかった (第５表: 回帰式の傾きの有意差検

定, p > 0.05)．よって，今回検出された捕獲ピークは，

314.9 日度型の有効積算温度で予測された発生ピークに

比べ，310 日度型の方が適合性は高かった． 

 

２．発生予察に基づいた体系防除の検討 

体系防除試験を実施した地点 (b) で防除の目安 (要

防除水準) となる 2.5 頭/トラップ (20cm×10cm) /日以上

を超える捕獲数となったのは，第２世代～第８世代の期

間であった (第１図)．そこで，アザミウマ重点防除区は，

第２世代～第８世代の成虫発生ピーク予測日近傍で防除

を行った．一方，農家慣行防除区における成虫発生ピー

ク予測日近傍での防除は，第５世代と第６世代のみであ

った (第３表)． 

チャノキイロアザミウマに対する体系防除試験の結果

を第６表に示した．農家慣行防除区の被害度は，果梗部

や果頂部前期では比較的小さかったものの，被害果率は
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果梗部で 14.5％，果頂部前期では 12.0％であった．なお，

果頂部の後期被害は，その程度が小さいうえ試験区間で

も差がなかったため，防除効果が判定できなかった． 

アザミウマ専用薬剤防除区は，果梗部および果頂部前

期とも被害果率が３％で，農家慣行防除区の被害果率と

のリスク比は 0.21 (95％信頼区間: 0.09～0.49) および

0.25 (95％信頼区間: 0.10～0.60） で，被害果の発生が有

意に少なく防除効果が認められた (第６表, 第７表)．一

方，ネオニコチノイド系薬剤防除区は，果梗部および果

頂部前期の被害果率が 8.5％と 6.0％で，農家慣行防除区

の被害果率とのリスク比は 0.59 (95％信頼区間: 0.33～

1.03) および 0.50 (95％信頼区間: 0.26～0.97) で有意差が

かろうじてあり，防除効果が認められた (第６表, 第７

表)．なお，アザミウマ専用薬剤防除区とネオニコチノイ

ド系薬剤防除区の間では，果梗部における被害果率のリ

スク比は 0.35 (95％信頼区間: 0.14～0.88) で有意差があ

り，専用薬剤防除区の防除効果が高かった (第８表)． 
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　第４表　黄色粘着トラップによるチャノキイロアザミウマ捕獲ピーク日と有効積算温度による発生ピーク予測日との偏差

310日度型 (B) 314.9日度型 (C) |A-B| |A-C|

第１ 5/16 5/11 5/13 5 3
第２ 6/13 6/7 6/10 6 3
第３ 7/1 6/29 6/30 2 1
第４ 7/16 7/18
第５ 8/2 8/2 8/4 0 2
第６ 8/18 8/21
第７ 9/9 9/5 9/8 4 1
第８ 9/26 9/25 9/29 1 3

(平均±SD 注1)) 3.0±2.4 2.2±1.0

第１ 5/16 5/15 5/18 1 2
第２ 6/13 6/12 6/15 1 2
第３ 7/1 7/3 7/5 1 4
第４ 7/21 7/23
第５ 8/8 8/7 8/9 1 1
第６ 8/25 8/28
第７ 9/9 9/12 9/15 2 6
第８ 10/5 10/6 10/12 1 7

(平均±SD) 1.2±0.4 3.7±2.4

第１ 5/20 5/21 5/24 1 4
第２ 6/21 6/23
第３ 7/11 7/10 7/13 1 2
第４ 7/29 7/31
第５ 8/16 8/19
第６ 8/30 9/4 9/8 5 9
第７ 9/27 10/1

(平均±SD) 2.3±2.3 5.0±3.6

第１ 5/20 5/18 5/21 2 1
第２ 6/17 6/17 6/19 0 2
第３ 7/6 7/7 7/8 1 2
第４ 7/20 7/24 7/26 4 6
第５ 8/17 8/10 8/13 7 4
第６ 9/6 8/28 8/31 9 6
第７ 9/26 9/16 9/19 10 7

(平均±SD) 4.7±4.0 4.0±2.4

第１ 5/13 5/18 5/20 5 7
第２ 6/14 6/16 6/18 2 4
第３ 7/1 7/6 7/8 5 7
第４ 7/25 7/27
第５ 8/12 8/12 8/14 0 2
第６ 8/29 8/31 9/3 2 5
第７ 9/27 9/20 9/25 7 2

(平均±SD) 3.5±2.6 4.5±2.3
　注1) SDは標準偏差を示す．
　注2) |A-B| と |A-C| の偏差について、２群間の有意差検定 (Wilcoxon の順位和検定: Z値は正規近似値) を行った．

(c)

(d)

(e)

調査地点

熊本市
河内町
野出

偏差 (日)

(a)

(b)

有効積算温度による発生ピーク予測日
標高
(m)

アメダス
地点

(気温補正℃)
世代

黄色粘着ﾄﾗｯﾌﾟ
による捕獲ﾋﾟｰｸ
日(月/日) (A)

甲佐
(-0.1)

熊本市
河内町
船津

15
熊本
(0.1)

熊本市
河内町
白浜

122
熊本

(-0.6)

熊本
(-1.7)

宇城市
松橋町
豊福

50

338

宇土市
赤瀬

100
三角

(-0.2)

Z = -0.49

p  = 0.626

Z = 2.34

p  = 0.025

Z = 0.86

p  = 0.376

Z = -0.19

p  = 0.847

Z = 0.58

p  = 0.563

２偏差間
の有意差

検定 注2)

  
 

  

A と B A と C

黄色粘着トラップでの
捕獲ピーク (A)

有効積算温度による予測
ピーク （310日度型） (B)

有効積算温度による予測
ピーク （314.9日度型） (C)

F 値
p 値

F 値
p 値

y = 306.46x + 114.9 y = 310.3x + 57.861 y = 315.21x + 74.729 F = 0.95 F = 5.11

p  < 0.0001, r2 = 0.999 p  < 0.0001, r2 = 0.999 p  < 0.0001, r2 = 1 p  = 0.352 p  = 0.047

y = 306.6x + 62.369 y = 311.31x + 52.321 y = 316.2x + 71.846 F = 1.35 F = 5.61

p  < 0.0001, r2 = 0.999 p  < 0.0001, r2 = 1 p  < 0.0001, r2 = 1 p  = 0.273 p  = 0.039

y = 295.19x + 75.168 y = 311.13x + 51.471 y = 314.92x + 78.757 F = 5.88 F = 8.70

p  < 0.0001, r2 = 0.998 p  < 0.0001, r2 = 1 p  < 0.0001, r2 = 1 p  = 0.052 p  = 0.026

y = 336.99x - 1.3429 y = 310.26x + 57.057 y = 314.82x + 77.757 F = 4.89 F = 3.36

p  < 0.0001, r2 = 0.994 p  < 0.0001, r2 = 0.999 p  < 0.0001, r2 = 0.999 p  = 0.052 p  = 0.097

y = 324.58x - 15.483 y = 310.76x + 57.214 y = 314.97x + 75.1 F = 3.17 F = 1.60

p  < 0.0001, r2 = 0.998 p  < 0.0001, r2 = 1 p  < 0.0001, r2 = 1 p  = 0.109 p  = 0.237

(d)

(e)

調査地点

(a)

(b)

(c)

　第５表　黄色粘着トラップによる捕獲ピーク日と有効積算温度による発生ピーク予測日からの直線回帰式とそれら2直線の適合性

　注1) 成虫捕獲ピーク日または成虫発生ピーク予測日の世代 (x) と有効積算温度 (y) との関係を直線回帰式で近似した．

　注2) 2直線の適合性については、2つの直線回帰式の傾きの違いを統計的に検定した．

熊本市
河内町
船津

熊本市
河内町
白浜

熊本市
河内町
野出

宇土市
赤瀬

宇城市
松橋町
豊福

回帰式の傾きの有意差検定 注2)

直線回帰式 注1) (上段)、回帰式の有意水準 (p値) と決定係数 (r2) (下段)
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　第６表　チャノキイロアザミウマに対する防除効果

無 少 中 多 無 少 中 多 無 少 中 多

Ⅰ 40 36 4 0 0 37 2 1 0 36 4 0 0

Ⅱ 40 40 0 0 0 39 1 0 0 40 0 0 0

Ⅲ 40 40 0 0 0 38 2 0 0 40 0 0 0

Ⅳ 40 40 0 0 0 40 0 0 0 40 0 0 0

Ⅴ 40 38 2 0 0 40 0 0 0 40 0 0 0

計 200 194 6 0 0 194 5 1 0 196 4 0 0

Ⅰ 50 42 7 1 0 43 5 2 0 38 12 0 0

Ⅱ 50 48 2 0 0 50 0 0 0 48 2 0 0

Ⅲ 50 46 4 0 0 47 3 0 0 48 2 0 0

Ⅳ 50 47 3 0 0 48 2 0 0 48 2 0 0

計 200 183 16 1 0 188 10 2 0 182 18 0 0

Ⅰ 50 47 3 0 0 43 7 0 0 47 3 0 0

Ⅱ 50 43 7 0 0 46 4 0 0 46 4 0 0

Ⅲ 50 39 10 1 0 45 5 0 0 50 0 0 0

Ⅳ 50 42 7 1 0 42 8 0 0 47 2 1 0

計 200 171 27 2 0 176 24 0 0 190 9 1 0

果頂部
前期被害

被害程度
別果数 (果)

調査
果数
(果)

被害程度
別果数 (果)

果梗部
被害

被害程度
別果数 (果)

2.03.0

果頂部
後期被害

被害果
率(%)

被害度
注1)

被害果
率(%)

被害度
被害果
率(%)

被害度

0.33

8.5 1.58 6.0 1.33 9.0

0.50 3.0 0.67

1.50

14.5 2.75 12.0 2.00 5.0 1.00

試験区

アザミウマ専用
薬剤防除

ネオニコチノイド系
薬剤防除

農家慣行
防除

反
復

 注1) 被害度は、下記の日本植物防疫協会のチャノキイロアザミウマの試験基準に準じて、果実の被害程度を調査した．
　　  被害度＝｛（（少×1）＋（中×3）＋（多×6））／（全果数×6）｝×100
         無；肉眼的に被害が認められない，少；被害の直径が果実横径の1/6程度…1，中；被害の直径が果実横径の1/3程度…3，
         多；被害の直径が果実横径の1/2程度…6

 注2) 被害果調査は、2011年10月20日に行った．  

 

 

リスク比 リスク比 リスク比

ｱｻﾞﾐｳﾏ専用
薬剤防除

0.21 0.09 ～ 0.49 0.25 0.10 ～ 0.60 0.40 0.13 ～ 1.25

ﾈｵﾆｺﾁﾉｲﾄﾞ系
薬剤防除

0.59 0.33 ～ 1.03 0.50 0.26 ～ 0.97 1.80 0.85 ～ 3.80

農家慣行防除
との比較

　第７表　農家慣行防除区に対するアザミウマ専用薬剤防除区およびネオニコチノイド系薬剤防除区の被害果率のリスク比

防除体系
果梗部被害 果頂部前期被害 果頂部後期被害

95%信頼区間 95%信頼区間 95%信頼区間

 
 

 

リスク比 リスク比 リスク比

ﾈｵﾆｺﾁﾉｲﾄﾞ系
薬剤防除
との比較

ｱｻﾞﾐｳﾏ専用
薬剤防除

0.35 0.14 ～ 0.88 0.50 0.19 ～ 1.31 0.33 0.14 ～ 0.82

　第８表　ネオニコチノイド系薬剤防除区に対するアザミウマ専用薬剤防除区の被害果率のリスク比

防除体系
果梗部被害 果頂部前期被害 果頂部後期被害

95%信頼区間 95%信頼区間 95%信頼区間

 
 

Ⅳ 考察 

増井 8) は，JPP-NETを活用した有効積算温度によるチ

ャノキイロアザミウマの発生予察システムでは，システ

ムを構築した静岡県の気象条件や調査園地の環境条件に

基づいて作成されているため，本システムを運用する場

合には事前にトラップ調査を行い，適合性を検証する必

要があることを指摘している．また，Shibao 15) は，ブド

ウ園で発生調査を行い，１週間ごとの調査ではチャノキ

イロアザミウマの発生ピーク日を推定するのは困難であ

ることを示した．このことから，カンキツでも調査間隔

が５日以上になると各世代の捕獲ピーク日が検出できな

くなる可能性があった．このため，本研究では約５日間

隔で黄色粘着トラップ調査を行い，各世代における捕獲

ピーク日を検出した結果，捕獲ピーク日は，調査地点で

捕獲消長にばらつきがあるものの，５地点中４地点で年

間推定世代数７～８のうち６世代程度は検出された (第
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１図)．ただし，地点 (c) では捕獲数は比較的多かったも

のの，捕獲消長が不明瞭で捕獲ピーク日があまり検出さ

れなかった (第１図)．この原因は不明であるが，Masui 5) 

が示しているとおり，このような園地ではより短い間隔

でトラップ調査を行うと，捕獲ピーク日が高精度に検出

できる可能性がある．つまり，地点 (c) のような例外は

あったものの，約５日間隔の調査でも殆どの園地では捕

獲ピーク日を十分検出できると考えられた． 

黄色粘着トラップによる捕獲ピーク日と有効積算温度

(310 日度型，314.9 日度型) による発生ピーク予測日との

偏差は，両方とも０～10 日程度の範囲であった (第４

表)．また，310 日度型の発生ピーク予測日との偏差 

(|A-B|) と 314.9 日度型との偏差 (|A-C|) の間には，地点 

(b) では 310日度型より 314.9日度型が有意に大きかった 

(第４表) ものの，５地点中４地点では有意差は認められ

なかった．したがって，捕獲ピーク日と発生予測ピーク

日との偏差だけでは，どちらの有効積算温度の予測を活

用した方がよいのかは判然としなかった．そこで，黄色

粘着トラップによる捕獲ピーク日と有効積算温度による

発生予測ピーク日について，それぞれ世代 (x) と有効積

算温度 (y) の直線回帰式を求め，各々の回帰式の傾きの

違いに注目した．その結果，捕獲ピーク日から求めた直

線回帰式の傾き (有効積算温度の日度) と予測ピーク日

の直線回帰式の傾きを比べると，  310 日度型の方が

314.9 日度型よりもその違いが見られなかった  (第５

表)．つまり，310 日度型の発生予測ピーク日の方が捕獲

ピーク日との適合性が高いことが示唆され，既存の有効

積算温度の予測システムを活用する場合には，310 日度

型の方がより高精度で予測できると推測された．しかし，

既存の有効積算温度の予測システムを活用するのではな

く，熊本県の気象条件や園地条件に合った高精度の予測

式を独自に求める場合には，直線回帰式の傾きだけでは

なく，それらの切片などについても検討するとともに，

今後さらなる調査が必要となる． 

本研究の体系防除試験では，要防除水準を 2.5 頭/トラ

ップ/日以上として設定した．試験期間中，試験園では要

防除水準を超える期間が第２世代～第８世代までと長期

間持続したため (第 1 図 b)，合計７回の防除が必要とな

った．しかし，アザミウマ専用薬剤防除区は多数回防除

にはなったものの，農家慣行防除区よりも果梗部，果頂

部前期の被害を抑制した (第６表，第７表) ことから，

今回の要防除水準の設定は妥当であったと推測される． 

一方，アザミウマ重点防除区は，チャノキイロアザミ

ウマに対する防除の回数が７回に達したのに対し，農家

慣行防除区では２回に留まったこと，さらには，果梗部

被害軽減に必要となる６月上旬から７月下旬の防除が，

農家慣行防除区では殆ど実施されておらず (第３表)，防

除回数と防除時期に大きな差が生じた．この違いは，従

来のチャノキイロアザミウマの防除体系が原因となって

いると思われる．すなわち，従来のカンキツにおけるチ

ャノキイロアザミウマの防除は，合成ピレスロイド系を

中心に残効の長い薬剤を使用するか 20)，少発生の場合は

マンゼブ水和剤などのジチオカーバメート剤で対応する

ことが多かった 1)．したがって，チャノキイロアザミウ

マの被害が問題視されない場合には他病害虫と同時防除

すればよく，適期に防除する必要がなかった．しかし，

被害多発地域では，従来とは逆に，チャノキイロアザミ

ウマの適期防除を行いながら，その他の病害虫を同時防

除する必要があると思われる．本研究では，黄色粘着ト

ラップによる調査で要防除水準と飛来ピーク日を把握

し，加えて有効積算温度による発生ピーク予測情報を活

用して適期防除を行うことで，被害多発地域においても

果実被害が抑制されることを示した．今後は，各地域で

トラップ調査データと有効積算温度による発生ピーク予

測日を共有しながら，適期に適切な防除が実施される指

導が求められる． 

体系防除試験の間では，アザミウマ専用薬剤防除区に

比べネオニコチノイド系薬剤防除区の方が果梗部被害の

防除効果がやや低下する傾向が見られた (第８表)．これ

は，チャノキイロアザミウマに対するネオニコチノイド

系薬剤の感受性低下の疑いが示唆される．これについて

は，今後，現地での薬剤の使用実態や薬剤感受性検定の

実施などを行って明らかにしていく必要がある．さらに，

本研究では，被害多発地域での被害軽減効果を検討する

ためにアザミウマの重点防除試験を行ったが，殺虫剤全

体の防除回数が農家慣行防除区と比べ殺虫剤で９薬剤か

ら 15 薬剤に増加した (第３表)．今後は，被害軽減効果

を維持しながら防除回数の削減を図るために，炭酸カル

シウム微粉末剤のような物理的防除資材を活用した減農

薬技術の開発に取り組み，その技術の普及が望まれる3)． 
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Summary 

Control for Yellow Tea Thrips, Scirtothrips dorsalis Hood (Thysanoptera: Thripidae), Based on Monitoring Data  
and Forecasting Information in Citrus Orchards 

Naoyuki SUGIURA, Hideo SAKAKI and Hirokazu YAMADA 

To evaluate the effectiveness of total effective temperature forecasting models by JPP-NET, we investigated consistency 

between immigration peaks of yellow tea thrips adults by yellow sticky trap data and by forecasted data. The deviations 

between each immigration peak day by yellow sticky trap data and each immigration peak day predicted by two forecasting 

models were 0 to 10 days. The immigration peak by yellow sticky trap data tended to be consistent with the predicted peak by 

the total effective temperature of 310 degree days. By performing the system control of yellow tea thrips based on monitoring 

control threshold by yellow sticky trap and forecasting the immigration time through practical use of JPP-NET, higher control 

effect was observed than in the farm practices control. 
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